
令和７年度

紫波町介護保険事業特別会計における主要事務事業の

成果に関する調書



１　一般状況

（1） 被保険者数の状況 （単位:人） （単位:人）

65歳以上 65歳以上

(１号被保) (１号被保)

第１期末 14年度 34,433 12,030 7,099 第６期末 29年度 33,170 11,376 9,933

第２期末 17年度 34,577 12,228 7,493 第７期末 令和２年度 33,049 11,235 10,348

第３期末 20年度 34,413 12,129 7,978 第８期末 令和５年度 32,717 11,056 10,489

第４期末 23年度 34,067 12,190 8,298 令和６年度 32,503 11,029 10,527

第５期末 26年度 33,696 11,771 9,201 令和７年度 32,313 10,895 10,633

（2） 第１号被保険者の増減の状況　　 （単位:人）

転 入 65歳到達 その他 計 転 出 死 亡 その他 計

54 475 7 536 30 399 1 430 106

（3） 第１号被保険者の所得段階別の状況 （単位:人）

計画期 年　度 第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階 第７段階 第８段階

第６期末 29年度 1,175 626 624 1,973 2,089 1,533 1,012 504

第７期末 令和２年度 1,184 763 749 1,690 2,153 1,725 1,165 490

第８期末 令和５年度 1,178 845 849 1,376 2,213 1,794 1,296 527

第９期 令和７年度 1,050 775 831 1,050 2,195 1,648 1,554 747

（単位:人）

第９段階 第10段階 第11段階 第12段階 第13段階

第６期末 29年度 9,933

第７期末 令和２年度 10,348

第８期末 令和５年度 10,489

第９期 令和７年度 297 166 97 67 156 10,633

397

429

411

※各年度とも３月末の人数

計画期 年　度

第９期

増減
増　加 減　少

計
第９段階

※各年度とも３月末(外国人含む)の人数

  令和７年度末における介護保険の被保険者は、65歳以上（第１号被保険者）が10,633人、40～64歳（第2号被保険者）が10,895人となり、令和６年度末に比べて65歳以上で106人
の増、40～64歳で134人の減となった。第１号被保険者の増加の主な理由は65歳到達による自然増である。また、第１号被保険者の所得段階別の状況は(3)のとおり、所得段階区分
が９段階から13段階へ多段階化され、従前の第９段階が第９～13段階に細分化している。段階別の第１号被保険者数は、令和７年度も引き続き第５段階が最も多くなっている。

40～64歳計画期 総人口年 度40～64歳総人口年 度計画期

2



２　要介護認定申請と認定の状況

（1） 要介護認定者の介護度別状況　※各年度とも３月末の人数 （単位:人）

要支援２ 要介護１

１号被保 ２号被保

第１期末 14年度 869 836 33 179 107 124 126

第３期末 20年度 1,186 1,140 46 133 227 184 213 182 188

第５期末 26年度 1,664 1,607 57 129 388 355 318 240 154

第７期末 令和２年度 1,867 1,824 43 177 445 379 332 260 155

第８期末 令和５年度 1,966 1,926 40 222 468 403 337 233 185

令和６年度 1,980 1,941 39 236 474 412 306 258 188

令和７年度 2,048 2,003 45 274 491 424 273 270 178

（2） 要介護認定申請の事由別状況　　　　　　　　　　　　 （単位:件） （単位:件）

新規 更新 区分変更 計 新規 更新 区分変更 計

第１期末 14年度 238 813 32 1,083 458 1,104 155 1,717

第３期末 20年度 347 1,124 53 1,524 461 1,072 264 1,797

第５期末 26年度 403 1,081 126 1,610 405 1,077 256 1,738

468 1,048 229 1,745

（3） 月別審査件数及び介護認定審査会の開催状況　※( )内は開催回数、[ ]内はコロナ特例回数 （単位:件･回）

計画期 年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

第１期末 14年度 102(5) 45(3) 46(3) 62(3) 45(2) 80(3) 133(5) 82(3) 117(4) 158(4) 100(3) 91(3) 1,061(41)

第３期末 20年度 144(7) 115(4) 106(4) 144(5) 87(3) 144(5) 127(4) 106(4) 121(4) 124(4) 113(4) 145(5) 1,476(53)

第５期末 26年度 133(6) 102(4) 135(4) 159(5) 119(3) 162(5) 118(4) 140(4) 135(4) 115(4) 152(4) 130(4) 1,600(51)

154(5) 112(4) 107(4) 62(4) 49(4) 70(5) 1,225(51)

[1] [1] [93] [83] [57] [66] [301]

第８期末 令和５年度 134(6) 149(4) 141(4) 136(4) 151(4) 128(4) 173(5) 126(4) 139(4) 141(4) 156(4) 114(4) 1,688(51)

令和６年度 149(6) 150(4) 126(4) 180(5) 116(3) 149(4) 161(5) 135(4) 135(4) 149(4) 165(4) 145(4) 1,760(51)

令和７年度 146(7) 141(3) 118(4) 173(5) 122(3) 154(5) 133(4) 104(4) 130(4) 152(4) 154(4) 180(5) 1,707(52)
第９期

1,867

1,966

2,048

介護度別認定者数（再掲）

計画期

第７期末

第８期末

264

要介護認定申請事由

第７期末 令和２年度 118(6) 100(3) 103(4)

要介護２

　介護保険の受給資格を有する要介護認定者の数は、令和７年度末で2,048人になっており、前年度末と比較し68人増加した。内訳は第1号被保険者が2,003人、第2号
被保険者が45人であった。要介護認定申請件数は、７件増加した。

80

119

118

138

（旧要介護１）
計

869

1,186

1,664

要介護４ 要介護５
要支援１

（旧要支援）

69

59

要介護３

95(3) 148(5) 107(4)

第９期

計画期 年 度

要介護認定者数

総数
内訳

第９期
106 1,980

令和７年度

年 度

令和２年度

令和５年度

令和６年度

計画期 年 度
要介護認定申請事由
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３　財政状況

（1） 決算の状況

歳入 ( 単位: 円･％ )

令和７年度

令和７年度 令和６年度 構成比

831,527,900 799,853,600 22.1% 4.0%

介護給付費負担金 634,850,815 623,852,650 16.8% 1.8%

財政調整交付金 153,686,000 175,619,000 4.1% △ 12.5%

地域支援事業交付金 25,534,398 24,704,206 0.7% 3.4%

保険者機能強化推進交付金 3,250,000 3,225,000 0.1% 0.8%

介護保険保険者努力支援交付金 5,634,000 5,390,000 0.1% 4.5%

その他補助金 1,182,000 1,210,000 0.0% △ 2.3%

計 824,137,213 834,000,856 21.9% △ 1.2%

介護給付費交付金 912,459,000 899,914,000 24.2% 1.4%

地域支援事業支援交付金 21,043,218 19,771,000 0.6% 6.4%

計 933,502,218 919,685,000 24.8% 1.5%

介護給付費負担金 516,511,328 489,278,283 13.7% 5.6%

財政安定化基金交付金 0 0 ― ―

地域支援事業交付金 14,396,735 13,820,397 0.4% 4.2%

災害臨時特例補助金 0 0 ― ―

計 530,908,063 503,098,680 14.1% 5.5%

一般会計介護給付費繰入金 418,749,123 413,614,984 11.1% 1.2%

一般会計地域支援事業費繰入金 14,847,485 16,496,425 0.4% △ 10.0%

一般会計事務費等繰入金 69,731,990 46,720,234 1.8% 49.3%

介護給付費準備基金繰入金 0 0 ― ―

低所得者保険料繰入金 48,646,700 30,109,600 1.3% 61.6%

計 551,975,298 506,941,243 14.6% 8.9%

92,749,405 141,704,172 2.5% △ 34.5%

4,958,080 5,352,988 0.1% △ 7.4%

3,769,758,177 3,710,636,539 100.0% 1.6%

県
支
出
金

繰
入
金

繰　越　金

その他の収入

合　　　計

国
庫
支
出
金

支
払
基
金

　令和７年度決算は、歳入が3,769,758,177円で対前年度比1.6％増、歳出は3,631,386,155円で0.4％増となっている。差引額138,372,022円は次年度に繰り越した。保険給付
費は1.2％増、地域支援事業費は3.5％増となっている。令和７年度の保健福祉事業決算額は11,731,332円となった。令和６年度の精算分として48,703,751円を準備基金に積み
立てている。

項　　　目
決　算　額

増減率

保　険　料
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歳出 ( 単位: 円･％ )

令和７年度

令和７年度 令和６年度 構成比

総務管理費 32,105,257 12,061,742 0.9% 166.2%

徴収費 3,890,797 3,472,829 0.1% 12.0%

介護認定審査費 34,979,136 32,488,367 1.0% 7.7%

運営協議会費 84,760 93,520 0.0% △ 9.4%

計 71,059,950 48,116,458 2.0% 47.7%

介護サービス等諸費 3,134,508,130 3,096,000,300 86.3% 1.2%

介護予防サービス等諸費 36,592,386 34,526,660 1.0% 6.0%

高額介護サービス等諸費 86,847,626 87,796,875 2.4% △ 1.1%

特定入所者介護サービス費 88,786,764 87,558,131 2.4% 1.4%

その他諸費 3,258,060 3,219,255 0.1% 1.2%

計 3,349,992,966 3,309,101,221 92.3% 1.2%

0 0 0.0% 0.0%

48,703,751 50,145,280 1.3% △ 2.9%

93,916,953 90,782,523 2.6% 3.5%

11,731,332 11,778,629 0.3% △ 0.4%

0 3,616 0.0% △ 100.0%

44,918,053 83,839,190 1.2% △ 46.4%

11,063,150 24,120,217 0.3% △ 54.1%

0 0 0.0% 0.0%

0 0 0.0% 0.0%

3,631,386,155 3,617,887,134 100.0% 0.4%

令和７年度 歳入歳出差引残額 138,372,022 円

合　　　計

繰出金

償還金及び還付加算金

財政安定化基金拠出金

準備基金積立金

地域支援事業費

公債費

保険外給付費

前年度繰上充用金

項　　　目
決　算　額

増減率

総
務
費

保健福祉事業費

保
険
給
付
費
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(2)  保険料賦課と収納状況 （単位:円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

779,449,600 779,757,100 784,474,400 800,019,100 831,315,400

特別徴収分 723,613,600 722,094,000 724,156,000 735,951,200 763,221,700

普通徴収分 55,836,000 57,663,100 60,318,400 64,067,900 68,093,700

7,528,800 7,354,800 5,969,000 5,650,800 4,980,500

786,978,400 787,111,900 790,443,400 805,669,900 836,295,900

777,445,300 776,842,900 785,209,100 797,871,600 829,767,800

特別徴収分 725,074,500 722,468,900 727,408,900 736,359,100 763,616,800

普通徴収分 52,370,800 54,374,000 57,800,200 61,512,500 66,151,000

1,673,900 1,760,500 1,161,100 1,982,000 1,760,100

779,119,200 778,603,400 786,370,200 799,853,600 831,527,900

1,516,600 374,900 3,416,900 495,300 424,100

2,021,000 2,917,400 1,796,300 1,331,100 777,700

7,354,800 5,966,000 5,693,800 4,980,500 4,414,400

99.74% 99.63% 100.09% 99.73% 99.81%

特別徴収分 100.20% 100.05% 100.45% 100.06% 100.05%

普通徴収分 93.79% 94.30% 95.83% 96.01% 97.15%

22.23% 23.94% 19.45% 35.07% 35.34%

(3)  保険料減免の状況 （単位:円）

年　度 減 免 内 容　※２

令和３年度

令和４年度

令和５年度

令和６年度

令和７年度

※１　（　）内の数値は対象者数

※２　保険料段階が第１～３段階の第１号被保険者が対象

(4)  介護給付費準備基金の状況 （単位:円）

取　崩　額

0

30,546,400（2,817人）

備　　考

期 首 残 高

減　免　額　※１

34,858,200（2,602人）

36,270,000（2,696人）

36,613,200（2,738人）

30,109,600（2,967人）

軽減単価　第１段階：15,600円/年、第２段階：19,500円/年、第３段階：
3,900円/年

軽減単価　第１段階：13,200円/年、第２段階：15,600円/年、第３段階：
400円/年

低所得者負担軽減

629,933,189

積　立　額

48,703,751

期 末 残 高

678,636,940

区　　分

調定額

現年度

滞納繰越分

計

収入済額

現年度

滞納繰越分

計

収納率
（収入率）

還付未済額

不納欠損額

次年度への滞納繰越額

現年度

滞納繰越分
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４　事務費等の状況

事務費等の主な支出内容は次のとおりである。

（1） 総務管理費 　　　　　　　　　　　　 　　　         　    (令和７年度)  (令和６年度) (増　減)

　　　・介護保険事務処理システム賃借料 1,566,840 円 1,479,280 円 87,560 円

　　　・介護保険事務処理システム保守委託料 4,659,600 円 4,659,600 円 0 円

　　　・介護保険事務処理システム改修委託料 14,448,500 円 3,773,000 円 10,675,500 円

　　　・介護認定審査会ペーパーレス会議導入業務委託料 4,459,400 円 0 円 4,459,400 円

（2） 徴収費 (令和７年度)  (令和６年度) (増　減)

　　　・介護保険料納入通知書等印刷費 780,450 円 668,800 円 111,650 円

　　　・介護保険料納入通知等郵便料 1,599,682 円 1,244,636 円 355,046 円

　　　・介護保険料出力作成業務委託料等 814,000 円 814,000 円 0 円

　　　・介護保険料コンビニ収納手数料 507,963 円 494,154 円 13,809 円

（3） 介護認定審査費 (令和７年度) (令和６年度) (増　減)

　　　・介護認定審査会委員報酬(15人) 3,400,000 円 3,300,000 円 100,000 円

　　　・介護認定調査員報酬(６人) 11,945,327 円 9,688,744 円 2,256,583 円

　　　・主治医意見書作成料 7,542,700 円 7,847,400 円 △ 304,700 円

　　　・認定訪問調査委託料 348,590 円 891,660 円 △ 543,070 円

　　　・会計年度任用職員給与(１人) 1,940,856 円 1,721,634 円 219,222 円

　　　・自動車リース料(３台) 572,396 円 607,596 円 △ 35,200 円

（4） 運営協議会費

(令和７年度)  (令和６年度) (増　減)

　　　・介護保険事業運営協議会委員報酬(９人) 81,000 円 91,000 円 △ 10,000 円

　紫波町介護保険運営協議会を２回開催し、介護保険事業計画、地域密着型サービス事業者の指定更新、介護保険事業の費用及びサービス
提供に関することなど、介護保険事業の運営に関する重要事項を審議した。
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５　給付費の支給状況

(単位：件・円)

1件当たり 1件当たり

給付額 給付額

訪問介護（ホームヘルプ） 2,889 273,793,179 7,047,186 94,771

訪問入浴介護 163 9,038,087 855,664 55,448 0 0 0 0

訪問看護 1,910 58,225,555 △ 25,720 30,485 123 3,275,358 435,048 26,629

訪問リハビリ 1,877 63,506,028 3,806,754 33,834 253 6,502,176 △ 239,598 25,700

通所介護（デイサービス） 5,582 430,405,698 △ 8,274,739 77,106

通所リハビリ（デイケア） 1,071 72,317,494 △ 73,798 67,523 117 4,549,851 △ 442,251 38,888

福祉用具貸与 7,943 103,516,291 4,209,144 13,032 1,349 10,142,098 1,116,602 7,518

短期入所生活介護 1,580 160,402,166 △ 19,292,035 101,520 24 812,508 96,765 33,855

短期入所療養介護（老人保健施設） 84 11,445,588 789,219 136,257 0 0 0 0

居宅療養管理指導 2,666 16,571,517 2,634,367 6,216 24 127,773 △ 58,914 5,324

特定施設入居者生活介護 90 18,064,171 △ 303,496 200,713 20 1,155,960 846,567 57,798

居宅介護支援 11,811 175,846,823 △ 4,464,121 14,888 1,600 7,362,840 598,600 4,602

福祉用具購入 78 2,519,553 △ 1,040,187 32,302 19 609,958 △ 93,806 32,103

住宅改修 39 3,320,597 △ 1,631,479 85,144 22 2,053,864 866,220 93,357

在　宅　合　計 37,783 1,398,972,747 △ 15,763,241 37,027 3,551 36,592,386 3,125,233 10,305

小規模多機能型居宅介護 199 41,855,296 △ 2,782,267 210,328 0 0 △ 1,059,507 0

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 538 146,754,081 3,959,911 272,777 0 0 0 0

地域密着型通所介護 3,866 219,797,557 11,967,225 56,854 0 0 0 0

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0 0 0 0 0 0 0

地域密着型　合　計 4,603 408,406,934 13,144,869 88,726 0 0 △ 1,059,507 0

介護老人福祉施設サービス 2,351 649,682,406 48,889,018 276,343

介護老人保健施設サービス 2,123 662,909,720 △ 16,315,435 312,251

介護医療院サービス 42 14,536,323 8,552,619 346,103

施　設　合　計 4,516 1,327,128,449 41,126,202 293,873

6,138 86,837,744 △ 921,937 14,148 36 9,882 △ 27,312 275

3,160 88,785,019 1,226,888 28,097 1 1745 1,745 1,745

56,200 3,310,130,893 38,812,781 58,899 3,588 36,604,013 2,040,159 10,202

50,124 3,258,060 38,805 65

3,349,992,966 40,891,745

件数 給付額 対前年増減額 件数

在
　
　
　
宅

地
域
密
着

給付額 対前年増減額
区　　　　分

介護給付 予防給付

施
　
設

高額介護サービス費等

特定入所者介護サービス費

保　険　給　付　計

保険給付費審査支払手数料

総　　　　計
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６ 地域支援事業の状況 

地域支援事業 

        長寿介護課に紫波町地域包括支援センターを設置し、高齢者の生活支援・介護予防事業及び包括的事業を実施した。 

            事業費                    93,908,753円 

   

         (1）総合事業 総事業費       79,621,479円 

① 介護予防・生活支援サービス事業 

         要支援認定者等に対する介護予防事業相当のサービス  

             介護予防訪問介護（ヘルパー）相当サービス     給付費  3,203,134円  延利用者数   222人 

             介護予防通所介護（デイサービス）相当サービス   給付費 44,033,195円  延利用者数 1,928人 

    

     要支援認定者等に対する基準を緩和した介護予防事業相当のサービス  

             基準緩和訪問型サービス（生活支援ヘルパー） 

             実施方法 社会福祉法人紫波町社会福祉協議会へ委託 

          委託料  1,553,531円  延利用者数 999人  

             基準緩和通所型サービス（元気はつらつサロン）  

          実施方法 社会福祉法人紫波町社会福祉協議会、社会福祉法人紫波会へ委託 

          委託料  5,970,757円  内訳  社会福祉法人紫波町社会福祉協議会 3,561,304円  延利用者数 998人

                       社会福祉法人紫波会         2,409,453円  延利用者数 699人

② 介護予防ケアマネジメント事業 

               総合事業の対象者について、個々の状況に応じたケアマネジメントにより適正なサービスが効率的に提供されるよう調整した。 

                 介護支援専門員報酬       6,338,826円（3人分） 

                 ケアプラン作成委託料   2,999,640円  652件  内訳 2,816,640円 基本     652件 

                 111,000円 初回加算    37件 

                   72,000円 委託連携加算  24件

事務機器保守委託料         50,820円  ケアプラン作成システム 株式会社日立システムズ東北支社 

                 ケアマネジメント給付費   5,288,900円  給付件数 1,145件 

③ 一般介護予防事業（一般高齢者の健康づくり） 

                会計年度任用職員報酬  282,375円（4人分） 

高齢者訪問  延訪問人数  130人 

          高齢者健康相談等 延相談回数 141回  延参加人数 1,978人 

講師謝金・教材料代等  316,797円 
介護予防講座 メンバーズ養成講座 6回   延参加人数  34人 

        スローライフヨガ  6回   延参加人数 158人 
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地域介護予防活動支援事業（いこいの家） 

           ボランティア等が主催する地域のつどいの場の開催を支援した。 

委託先  社会福祉法人紫波町社会福祉協議会 

委託料  768,000円  延開催回数  320回  延参加者  4,170人 

高齢者地区交流事業  

各地区社協が主催する高齢者の交流及び介護予防を目的とした事業に財政的な支援をした。 

補助額  1,565,400円  対象 8団体 

                  

介護予防普及啓発事業  

介護予防体操指導活動費補助金  

 紫波町いきいき健康推進隊が実施するシルバーリハビリ体操の普及・啓発、実践活動に対し、財政的な支援をした。 

補助額  419,200円    

地域活動指導者数  28人(登録者67人)  

活動場所 活動回数 延指導者数 住民参加者
元気はつらつサロン(福)紫波会     70回 239人 336人

元気はつらつサロン(福)紫波町社協     68 214 645 

通いの場(住民主体・公民館主体)     163 823 1,785 

地域からの依頼（いこいの家等）      69 144 1,148 

町事業の協力・サポート等 54 426 687 

計 424 1,846 4,601 

こつこつサーキットクラブ 

           筋力や体力の維持、運動の習慣化を図るため、3カ月間程度（全12回・2コース）の運動教室を前期と後期に分け、2回開催 

した。 

対象者 65歳以上で体力・筋力の維持に関心のある人（要介護認定者・医師より運動を禁止・制限されている人を除く） 

指導者 紫波町スポーツ推進委員 2人、紫波町いきいき健康推進隊 

参加者延人数  623人 

講師謝金   844,600円（紫波町スポーツ推進委員分） 

消耗品費   40,551円  

④ 高額介護予防（医療合算）サービス相当事業 

              総合事業の利用者について、一定の上限額を超える利用料を支給した。 

高額総合事業分 支給額 108,196円  支給件数 30件 

高額医療合算分 支給額  27,873円  支給件数  2件
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          (2) 包括的支援事業  総事業費  12,421,977円 

             地域包括支援センターの運営に加え、在宅医療･介護連携や認知症施策の推進、生活支援体制整備の推進を行った。 

      

            ① 地域包括支援センター運営協議会  

           地域包括支援センターの円滑かつ適正な運営及び公正・中立性の確保に関し、必要な事項を調査・協議した。 

開催日  第１回 令和 7年 7月 7日、第２回 令和 8年 2月26日   

延参加委員  18人 委員報酬  80,000円 

② 地域包括ケア会議 

               生活支援部会 定例開催(毎月第2水曜日) 

       外出支援事業、高齢者生活福祉センター等の利用を検討する会議を開催した。 

開催回数  7回   延参加委員  40人   検討事例件数  19件 

          

介護支援専門員部会 

       町内社会福祉法人の主任介護支援専門員が中心となり、居宅介護支援事業所やサービス事業所などを対象に困難事例のケース 

検討会や研修を開催した。 

 開催回数 1回  令和 7年 7月17日 講義、グループワーク  参加者数 35人 

       

自立支援型地域ケア個別会議  

要支援者等の生活の課題や解決策等を介護予防の観点を踏まえ、本人の生活の質の向上することを目的とした会議を開催した。 

                 開催日 令和 8年 2月13日   検討事例数 2件   

延参加者数 25人（理学療法士・作業療法士及び町内居宅介護支援事業所）  

   専門職等助言者講師謝金  10,000円 

③ 認知症対策 

        認知症総合支援事業 

               早期の段階からの個別相談と対応、医療機関との連携、認知症の正しい知識と理解に基づき本人や家族への支援を行った。 

認知症地域支援推進員 報酬  1,493,871円（1人分）  

                認知症地域支援推進員個別支援件数  実人数26人 延件数66件 

認知症なんでも相談(情報交流館･認知症カフェ等)  開催回数 49回  相談件数  18件   

町内3か所のグループホームと連携し、気軽に相談できる場の提供や正しい知識の普及・情報発信を行った。 

認知症初期集中支援事業 

       認知症の早期診断・早期対応に係る支援体制を構築するため、認知症初期集中支援チームを設置した。 

         構成員 専門医(町内開業医)  1人、地域包括支援センター専門職  5人
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高齢者安心ネットワーク推進事業 

             地域全体で緩やかな見守りができる環境づくりの推進のため、高齢者安心ネットワーク推進協議会を設置。認知症に対応 

する支援体制などについて協議した。 

          開催日 令和 8年 1月28日  参加委員 8人  委員報酬  20,000円

高齢者見守りネットワーク事業(みまもってねット) 

地域及び事業所の見守り隊が高齢者を見守り、支援が必要な時は行政に情報を提供する。 

協力事業所  75事業所(介護事業所･金融機関･タクシー会社･コンビニ等) 

徘徊高齢者支援ネットワーク事業 

       徘徊高齢者を事前登録し、登録者が行方不明時、協力機関に情報提供する。 

協力事業所  34事業所(介護事業所･金融機関･タクシー･ガソリンスタンド･コンビニ等)  登録者数 52人

           

盛岡広域シルバーケアSOSネットワーク事業 

行政と警察間で情報を共有 希望者に蛍光シールを配布した。(靴の踵、杖、鞄等に貼付)  新規配布者数 8人 

オレンジセーフティネット 

スマートフォンアプリを利用した徘徊高齢者捜索システム  

                   委託先  ソフトバンク株式会社   

                   システム使用料  231,000円  本人登録  36人  捜索協力者  69人 

         チームオレンジ活動促進事業 

         認知症本人・家族と認知症サポーターを中心とした支援者が早期から関わり、共に地域で活動するための支援を行った。 

          活動アドバイザー講師謝金  147,600円 

認知症サポーターステップアップ講座 

認知症サポーター養成講座で学んだことを土台に、実践の場で必要となる認知症に関する知識や対応スキル等を学ぶ講座を 

開催した。 

         開催日 令和 7年12月10日  参加者数 24人  委託料  238,937円
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④ 在宅医療･介護連携推進事業 

               広域型在宅医療連携拠点として紫波郡地域包括ケア推進支援センターを設置し事業を委託。医療機関と介護事業所等の関係者 

の連携推進に取り組んだ（紫波町・矢巾町共同）。 

 取組内容 地域医療介護の資源把握と「資源リスト・マップ」等の作成や整備、紫波郡地域包括ケア推進協議会（年２回） 

で意見交換等を通じた在宅医療介護連携の現状把握や課題抽出及び対応策の検討、医療介護関係者の情報共有 

ツールの整備、医療介護関係者及び一般住民を含めた研修会の開催、県や各町のイベント等での活動周知等 

                 委託先  紫波郡医師会    委託料 9,534,000 円 （紫波町負担金 5,365,857円） 

            

⑤ 生活支援体制整備事業 

               高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を図ることを目的に、互助を基本とした住民主体の生活支援等サービスの 

創出に向けた取組を行った。 

生活支援コーディネーター 報酬  1,315,639円（1人分） 

生活支援コーディネーター業務委託料   650,000円  社会福祉法人紫波町社会福祉協議会 

紫波町生活支援体制整備協議体を設置し、情報交換を行った。 

開催日  令和 7年  8月 1日  参加委員    9人  委員報酬  18,000円（@3,000×6人分） 

    令和 7年 11月21日  参加委員   11人  委員報酬  18,000円（@3,000×6人分） 

シンポジウム「お宝事例発表会～みんなが主役！見つけよう地域のつながり～」 

開催日  令和 8年 2月21日  参加者 96人 

講 話 特定非営利活動法人全国コミュニティライフサポートセンター 参事 橋本 泰典氏 

地域活動発表者  4組 

講師謝金 岩手県地域包括ケア基盤確立アドバイザー派遣事業を利用したため支出なし 

⑥ 権利擁護事業 

               判断能力が低下した高齢者等に対する権利擁護及び高齢者虐待の早期発見･防止に関する支援を行った。 

権利擁護の相談実数  10件（うち虐待に関する相談実数  4件） 

⑦ 総合相談事業 

               地域包括支援センターの外に、高齢者の相談窓口（ブランチ）を設置し、随時相談対応をした。 

                 高齢者相談件数  延 557件  内訳 地域包括支援センターへの相談 299件、ブランチへの相談  258件 

   委託先 社会福祉法人紫波会 社会福祉法人志和大樹会     

委託料  600,000円 

        事務機器保守委託料    50,820円  株式会社日立システムズ東北支社 
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(3) 任意事業 総事業費  1,865,297円 

① 家族介護支援事業    

            家族介護者リフレッシュ事業 

        在宅で常時介護している家族を対象に、参加者同士の交流、介護者の心身の元気回復を図る事業を実施した。 

         日時 令和 7年11月18日 場所 紫波町情報交流館 大スタジオ 参加者 8人 

          講師 ヨガインストラクター 1人 

内容 肩の力が抜けるリラックスヨガの実施、介護者同士の交流・情報交換 

         講師謝金 8,200円 

家族介護教室事業 

         在宅で常時介護している家族や介護に興味のある人を対象に、在宅介護を継続するための身体的・精神的負担の軽減するため、 

介護に関する知識や介護技術を習得できる事業を実施した。 

         日時 令和 7年12月 5日  場所 紫波町役場 １階 はつらつホール   参加者 10人 

          講師 一般社団法人岩手県歯科衛生士会・紫波町健康福祉課健康係 各1人 

内容 「介護で気になる飲み込み・むせ・誤飲のこと、口腔ケアの技法を学ぼう！」 

「高齢者の食事の食べ方・栄養のとり方を知ろう！」 

 講師謝金 8,200円（一般社団法人岩手県歯科衛生士会講師分） 

学んで実践!!かいご講座 

               高齢者に関する知識や介護予防・介護について学ぶ講座を開催した。生活支援ヘルパー、高齢者に携わるボランティア等の 

        人材育成も兼ねて実施した。

              開催日  令和 7年 12月 2日～ 3日  場所 紫波町情報交流館 ２階 大スタジオ   参加者 5人（うち修了者 5人）  

講  師 社会福祉法人紫波町社会福祉協議会 講師謝金 15,600円

   内  容 介護保険制度、高齢者の生活支援、認知症について、生活支援ヘルパー資格に関する講座 など 

        家族介護慰労金支給事業 

        過去1年間特定の介護保険サービスの利用及び90日を超える入院がない要介護4及び要介護5の要介護認定者等を介護する家族 

に慰労金を支給した。 

   支給対象者 1人 

   支給額   100,000円 

② その他の事業 

           認知症サポーター養成講座   

住民、事業所職員及び小中学生等を対象に、認知症を理解し見守る応援者を養成する講座を開催した。 

事業費 40,000円    開催回数  21回   参加者数 353人 
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シルバーハウジング施設管理及びライフサポートアドバイサー派遣事業 

町営朝日ヶ丘北住宅4号棟内の高齢者及び付近に居住する地域の高齢者の相談・介護予防等の講話を行った。また、町営朝 

日ヶ丘北住宅4号棟に居住する高齢者の緊急時に対応するため、施設管理業務を委託した。 

            事業費 146,161円（水光熱費等）  高齢者住宅 17戸  巡回･相談室対応  46回  利用者数 346人   

                 施設管理委託料 413,160円  セコム株式会社 

               介護相談員派遣事業  

介護サービスの質の向上を図るため、各介護事業所等に派遣した。 

介護相談員報酬 726,750円  委嘱  5人 

介護サービス相談員現任研修負担金（2人分） 83,600円 

派遣先  介護保険施設、グループホーム、通所介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、在宅 

派遣回数 142回  面接者数 660人

成年後見制度利用支援 

        認知症、精神障害者又は発達障害者で配偶者及び二親等内の親族がいない、又は、親族等がいても音信不通その他の理由に 

より親族等による成年後見等の審判の請求が極めて困難である者に代わって首長が家庭裁判所に対して成年後見等審判申立 

てを行った。

         事業費   24,560円  被後見人  2人 

７ 保健福祉事業の状況 

保健福祉事業  総事業費  11,731,332円 

        要介護状態予防事業（元気アップ教室）、家族介護用品支給事業を実施した。 

           

① 要介護状態予防事業（元気アップ教室） 

               理学療法士等の指導の下、個別の目標により日常生活に必要な筋力を強化することを目的とした運動を行った。 

委託先  社会福祉法人爽生会  

委託料  11,018,560円   開催回数  242回  延利用者 5,665人 

      ② アクティブシニアトレーニング事業 

        スポーツトレーナー等の指導の下、個別の目標により日常生活に必要な筋力を強化することを目的とした運動を行った。 

         委託先 一般財団法人 紫波町スポーツ協会 

         委託料 120,000円    開催回数 40回  延利用者 335人 

            ③ 家庭介護用品支給事業 

介護者の経済的な負担の軽減を図るとともに、要介護高齢者の保健衛生の増進及び福祉の向上を図るため、在宅介護で常時 

紙おむつを使用している家庭に、株式会社薬王堂の町内店舗で紙おむつ・尿取りパッドの購入に使用できる支給券を交付した。 

           交付対象者数   12人 

         支給券交付額    543,000円（うち支給券利用実績額 444,231円）   
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